






 

これらの調査結果から, 

 ①口蓋裂矯正の教育機関の充実 

 ②口蓋裂センターの設置 

 ③歯学教育における卒後研修の実施 

 ④保健所職員に対する口蓋裂問題の研修 

 など,既に日本矯正歯科学会が昭和 55 年,関係当局に対して行った提言の重要性が改め

て確認された。 


